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３ 論文の構成 
 論文の構成は以下の通りである。 
序章 
第１節 研究課題 
第２節 研究意義 
第３節 用語の整理 
第４節 基礎理論 
第５節 先行研究 
第６節 研究方法 
第７節 分析視角 
第８節 本論文の構成 
第１部 ヘゲモニーと労働者自主生産 
第１章 欧米のヘゲモニーと労働者自主生産 
はじめに 
第１節 労働組合の誕生 
第２節 市民社会の変容 
 第３節 ヘゲモニーの変遷 
2 
 
第４節 労働者自主管理の誕生 
第５節 労働者協同組合の展開 
第６節 従業員所有企業の発展 
 小括 
第２章 日本のヘゲモニーと労働者自主生産 
はじめに 
第１節 労働組合の誕生 
第２節 市民社会の変容 
第３節 ヘゲモニーの変遷 
第４節 労働者自主生産の変遷 
第５節 労働者協同組合と日本版 ESOP 
 小括 
第２部 労働者自主生産の事例考察 
第３章 労働者自主生産事例１―ビッグビート 
 はじめに 
第１節 労働者自主生産開始前 
第２節 再建過程 
 第３節 現在の組織運営 
 小括 
第４章 労働者自主生産事例２―城北食品 
はじめに 
第１節 労働者自主生産開始前 
第２節 再建過程 
第３節 現在の組織運営 
 小括 
第５章 労働者自主生産事例３―ハイム化粧品 
はじめに 
第１節 労働者自主生産開始前 
第２節 再建過程 
第３節 現在の組織運営 
 小括 
第６章 労働組合の役割 
はじめに 
第１節 個人加盟の労働組合 
第２節 倒産前後の支援 
第３節 再建後の支援 
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第４節 ネットワークの活用 
第５節 労働者自主生産へのこだわり 
 小括 
第７章 事例に見る労働者自主生産の特徴 
はじめに 
第１節 労働者自主生産の特徴 
第２節 これまでの労働者自主生産との比較 
第３節 外部の労働組合による統制との比較 
第４節 欧米の労働者自主管理との比較 
第５節 労働者協同組合との比較 
 小括 
第３部 労働者自主生産における公共空間と互酬 
第８章 抵抗と公共空間 
 はじめに 
第１節 システム 
第２節 自由 
第３節 民主主義 
 第４節 信頼とアイデンティティ 
 小括 
第９章 互酬と多様性 
はじめに 
第１節 互酬 
第２節 個人的所有の再建と新しい市民社会 
第３節 新しい市民社会と多様性 
第４節 贈与の双方向性 
第５節 贈与と友愛 
 小括 
終章 
 第１節 総括 
 第２節 本論文の限界 
 第３節 労働者自主生産の意義 
第４節 展望 
引用文献 
 
４ 論文の概要 
本論文は、ビッグビート、城北食品、ハイム化粧品の３社、およびこれら３社を支援して
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きた個人加盟の労働組合である全統一労働組合を取り上げ、最新の労働者自主生産として
総括し、その特徴を検出している。またそこにおいて、労働者がどのような問題を抱えなが
ら、いかにしてそれらを乗り越え、いかなる自由、民主主義、相互扶助を実現しているかに
ついて具体的に考察している。 
 本論文は３部構成となっている。第１部は、第２部で行う事例分析の前提、基礎として、
第１章では欧米中枢諸国、第２章では日本における、それぞれの市民社会の変容、ヘゲモニ
ーの変遷、そしてそのなかでの労働者自主生産の展開について考察している。 
欧米中枢諸国では、20 世紀初頭、労働者が自己を労働力と人格とに分裂させることで、
現代の単一の市民社会およびその基底をなす〈産業民主主義体制〉という資本のヘゲモニー
が成立した。そこでは労働組合は、労働者が労働力の所有者としてブルジョア＝市民となる
ことへの同意を組織化する場である。19 世紀、欧米中枢世界では労働組合以外にもさまざ
まな組織や方策が誕生した。そのひとつが労働者自主生産（労働者自主管理）である。労働
組合は結局、いわば労働者労働力化装置となり、そのかぎりにおいて労働者の盾となった。
これに対し自主生産は、労働者が自己を労働力と人格に分裂させずに、労働することを可能
ならしめた。これは〈産業民主主義体制〉とは異なる。その対抗的ヘゲモニーと位置づける
ことができる。 
日本においても 1920年代中葉に、現代の単一の市民社会および現代最初の資本のヘゲモ
ニーである〈工場委員会体制〉が成立した。戦後は、危機の収束とともに五五年体制が確立
し、同時に〈従業員民主主義体制〉という資本のヘゲモニーが成立した。そこでは曲がりな
りにも、それまで排除され、対抗的ヘゲモニーとなっていた労働組合が、人格的関係による
実質的代償を許すものであるにせよ、労働者労働力化装置として組み込まれた。労働者自主
生産は、終戦直後の一時期に多発し、またその後の盛衰を経て、1990 年代後半以降、部分
的に再び増加傾向に転じている。それを支えているのは、駆け込んでくる現場労働者を受け
入れ、倒産反対争議を有効に展開し得る、個人加盟の労働組合である。 
第２部は、第１部を踏まえて、事例として３社およびこれらを支援してきた労働組合を取
り上げ考察している。第３章はビッグビート、第４章は城北食品、第５章はハイム化粧品、
第６章は、これら３社を支援してきた全統一労働組合の考察となっている。第７章は、第３
章から第６章までの事例の分析を基に、最新の労働者自主生産として総括している。 
３社ともそれぞれ労働者自主生産を行うに至ったのは主に、経営危機や倒産に陥った旧
会社との争議等を経て、職場・雇用を維持すべく、その事業を引き継ぐ形で、組合員が平等
な立場で旧会社を引き継いだか新会社を設立したためであり、それもいわば、成り行きに負
うところが少なくなかった。そして、政治的な考え方に縛られず、それぞれが自分たちで会
社をつくり、運営していきたいという想いから、自主生産を行っている。 
社員数が多い会社ほど、階層化し、また部門が分化している。運営はどこも民主的に行わ
れている。３社とも賃金はおおかた平等主義がとられている。査定制度もない。その一方で、
働きや役職に応じて、手当、報奨金を設けている。社員数が多い会社ほど、労働条件に関す
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る制度が整備、適用されている。賃金、労働条件の低い会社では、自己搾取が存在している
といえる。３社とも、意思決定は基本的に会議でなされている。ただし、社員数が多い会社
ほど、会議の種類が多くなっている。そして、会社全体の基本的な意思決定はほとんど経営
会議でなされるようになっている。３社とも、役職者が上下関係、支配関係のもとで、部下
をマネジメントしているわけではない。リーダーシップについてはリーダーとフォロワー
の双方向性も見てとれる。古くからいる社員は概して、労働者自主生産へのこだわりを持ち
続け、それを実践してきている。一方、新しい社員は概してそうした意識が希薄であるが、
多くは自らも主体的に自主生産に取り組んでいる。それは、古い社員が今日に至るまでの体
験、それぞれが抱く自主生産へのこだわりについて、新しい社員に語っていること、すなわ
ちストーリーテリングによるところも大きい。 
資本主義的競争の圧力下では一般に、組合機能による経営機能の包摂が、経営機能による
組合機能の包摂へと転化する傾向にある。全統一労働組合および同組合が深く関与する自
主生産ネットワークは、支援・監督機能を担うことで、労働者が主体的に自主生産を維持で
きるよう努めている。３社の対抗的ヘゲモニーは強硬かあるいは柔軟な特質を有している。
これは、３社を支援する全統一労働組合の対抗的ヘゲモニーが強硬さと柔軟さを併せ持ち、
状況に応じて双方を使い分けていることによるところが大きい。対抗的ヘゲモニーとして
の強固さは、規模が大きくなるに従い、弱まるか、範囲が限定的となる傾向にある。 
第３部は、第１部、第２部を基に、労働者自主生産およびそれを内包する市民社会につい
て理論的に考察している。第７章で検出した最新の自主生産における組織運営の特徴につ
いて、第８章はシステムおよび公共空間のなかで、第９章は人間の経済のなかでとらえ直し
ている。 
〈産業民主主義体制〉、〈従業員民主主義体制〉は、いわばシステムに覆われた世界である。
しかしそのなかにあっても、システムが及ばない空間である、公共空間が存在する。公共空
間とは広い意味での政治的領域のことであり、そこでは、言葉による自由な（集団的）討議
が行われている。一般の企業だけでなく、労働者協同組合を含む労働者自主生産事業体も、
基本的にはシステムである。ただそのなかにあっても、構成員が何らかの抵抗を試み、自由
な討議を行うことで、いわばチーズに開いた穴のように、公共空間をつくりだすことができ
る。自主生産において、労働者がそれへのアイデンティティを持ちえているのは、ストーリ
ーテリングはもとより、公共空間で行っている自由な討議によるところも小さくない。 
労働者自主生産事業体にはかなり広範囲に公共空間が存在しえているが、それは、皆で討
議を行っていると同時に、（モノのやりとりに限らない広義の）贈与（と返礼）を通じた相
互扶助による経済活動である、互酬を基盤にしているためでもある。公共空間における自由
な討議は互酬の本質でもある。互酬は労働者間の信頼関係、協力関係を増進する。ただし時
として、贈与と責任の過剰を招き、こうした関係を壊してしまうこともある。多様性と、そ
のもととなるそれぞれの個性の尊重は、こうした事態を防ぎうる。事例の３社においては、
労働者が皆で討議し、意思決定を行い、そして、平等主義のもと、互いの個性を尊重し合い
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ながら、学び合い、助け合っている。学び合い、助け合いは、社内にとどまらず、全統一労
働組合、自主生産ネットワーク、それぞれに属する企業、労働者などとの間でも行われてい
る。労働者自主生産は、曲がりなりにも対抗的ヘゲモニーとして存在しており、しかも、わ
ずかではあるが資本のヘゲモニーに風穴を開けている。このことからすれば、多元的な経
済・社会システムを可能とする第三の道となっている、あるいはなりえると言えるだろう。 
 
５ 論文の特質 
本論文は、新旧の事例を基に、労働者自主生産における組織運営について具体的に論じて
いる。また、その事例の分析を基礎としながら、それを理論的な考察へ発展させている。 
具体的にはまず、労働者自主生産では、管理自体が成り立たないとする先行研究を検証し
ている。また、先行研究が示しているように、組合機能による経営機能の包摂は、資本主義
的競争の圧力下で、経営機能による組合機能の包摂へと転化しやすいのか、これに対し、外
部の労働組合による統制はその転化を阻止しうるのかについて分析している。ここでは、先
行研究でいうところの、労働者自身による自己搾取の実態についても究明がなされている。
さらに、労働者自主生産を維持できている一因は、民主主義、平等、生活の保障、労働の社
会的意義といった価値を、そこで働く組合員が自主生産の長い経験の中で（あるいはそれ以
前から）、身をもって自覚し、確信したことにあるのではないかとする見解について検証し
ている。これとの関連で、労働者自主生産企業では、利潤追求よりも、経営者（≒労働者）
の地位から得られる欲求充足、仲間の雇用、事業継続を優先しているとの見解について検証
している。加えて、労働者自主生産が労働者の自己解放のプロセスとして社会変革の最も基
本的な戦略となっているのか、あるいはなりえるのか、そうではなく、多元的な経済・社会
システムを可能とする第三の道となっているのか、あるいはなりえるのか、これらのことに
ついても論じている。 
本論文では、以上の各論点を考察すべく、労働者自主生産における組織運営に焦点を当て、
またそれとの関連で、そこにおける組織体制、賃金体系、労働条件、意思決定、マネジメン
ト、リーダーシップ、労働者自主生産へのこだわり等を分析対象としている。ヘゲモニー、
システム、公共空間、贈与、ディスコース等の社会科学的な概念を分析視角として用いなが
ら、事例と向き合い、考察を進めている。それにより、現在の労働者自主生産において、労
働者がどのような問題を抱えながら、いかにしてそれらを乗り越え、いかなる自由、民主主
義、相互扶助を実現しているかを示している。 
 
６ 論文の評価 
労働者自主生産に関する先行研究においては、どの説も特定の時代と環境のもとにある
個別の事例から抽出されている。本論文が最新の事例を取り上げるのは、現在の日本という
時代と環境において、これら諸説を検証するためでもある。また、従来の研究の多くは、争
議継続時の実態究明が主となっているため、収束以降の自主生産については明らかにでき
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ていない。本論文では、収束以降の実態究明を重視している。 
本論文は、事例の分析を基礎としながら、それを理論的な考察へ発展させている、斬新で
ユニークな研究である。労働者自主生産における運動の方向性を、ヘゲモニー、システム、
公共空間、贈与、ディスコース等の社会科学的な概念の中でとらえ返している。先行研究で
は行われていなかったこうした手続きを通じて、労働者が組織において、様々な問題を抱え
ながらも、いかにしてそれらを乗り越え、自由、民主主義、相互扶助を実現可能なものにし
ていきうるかについて、新たな知見を得るに至っている。 
労働者自主生産は、事業体数、労働者数とも少なく、特殊な事例であることに相違ない。
しかしそうであればこそ、敢えてそれを取り上げ、分析することで、資本のヘゲモニーが作
り上げている、労働者における労働力と人格との分裂というフィクションの相対化が図れ
ている。それは、新しい市民社会のあり方を考えるうえで、多元的な経済・社会システムを
可能とする第三の道として、多くの示唆を与えてもいる。 
ただし、本論文の中で自身も指摘しているが、いくつかの課題もある。事例で取り上げた
３社は、会社の規模としては、労働者数が少なく、面接関係が保てているところばかりであ
る。したがって、これ以上人数が多い、面接関係があまり保てない会社では、３社のような
組織運営で労働者自主生産を行えるのかといったことが課題としてあげられる。現時点で
は、これ以上人数の多い事例が存在しなかったため、検証することができなかったというが、
しかし、この課題に対する回答は、今後の労働者自主生産、さらには、それを基にした多元
的な経済・社会システムを可能とする第三の道を模索していく上で、不可欠となるだろう。 
また、本論文で取り上げた先行研究においては、どの説も特定の時代と環境のもとにある
個別の事例から抽出されている。としたら、時代と環境が異なれば、当てはまらなくなると
いうことも十分考えられる。本論文が最新の事例を取り上げるのは、現在の日本という時代
と環境において、これら諸説を検証するためでもあった。しかし、特定の時代と環境という
制約は当然、本論文で取り上げた事例においても当てはまる。したがって、労働者自主生産
については、取り上げた３社はもとより、広く最新の事例を収集し、今後も継続的に研究し
ていくことも課題となるだろう。 
 本論文は、このように課題もあるが、全体として従来の研究を大きく進展させるものであ
り、学問的に貴重な成果であるといえる。 
 
７ 論文の判定 
本学位請求論文は、本学学位規程の手続きに従い、審査委員全員による所定の審査及び試
験に合格したので、博士（経営学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
 
以上 
 
